
■住宅の建て方別割合の推移

■住宅の建て方別増加数の推移

■住宅着工戸数の推移

・住宅を建て方別にみると、平成30年の居住世帯のある住宅543,000戸のうち、一戸建は67.4％
（366,100戸）を占め、共同住宅は30.3％（164,300戸）となっている。（図54）

・建て方別増加数の推移をみると、平成25年には一戸建が大きく増加したものの、平成10年以降、
概ね共同住宅が一戸建を上回った。(図55)

・令和元年の住宅着工戸数は8,712戸で、前年より747戸減少した。（図56）
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「住宅・土地統計調査」 総務省統計局
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「住宅・土地統計調査」 総務省統計局
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「建築着工統計調査」 県建築課、国土交通省

82.2 

80.7 

78.5 

72.7 

70.2 

67.4 

69.7 

67.4 

53.6 

6.7 

6.1 

4.8 

3.3 

2.6 

2.6 

2.0 

2.2 

2.6 

10.8 

12.9 

16.4 

23.7 

27.0 

29.8 

28.1 

30.3 

43.6 

0.3 

0.3 

0.3 

0.3 

0.2 

0.2 

0.2 

0.1 

0.3 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

昭和58年

(1983年)

63

平成5

10

15

20

25

30

(2018)

全国

平成30年

一戸建 長屋建 共同住宅 その他

滋
賀
県

24



■犯罪件数

■建物火災出火件数

■自主防災組織率の推移

・犯罪認知件数は近年は減少傾向にあり、平成30年は7,967件と減少した。検挙率は41.9％で前年
と同率である。（図57）

・平成29年の人口10万人当たり建物火災出火件数は14.8件で、全国平均（16.9件）を下回っている。
（図58）

・平成31年4月1日現在の自主防災組織の組織率は88.8％となり、全国平均(84.1％)を上回ってい
る。（図59）
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「滋賀の犯罪」 県警察本部
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■琵琶湖の水質状況

透明度、ＣＯＤ、全窒素（Ｔ-Ｎ）、全りん（Ｔ-Ｐ）の平面分布（平成30年度の年度平均値）

・琵琶湖水質の平面分布をみると、北湖中央部から北西部は他の水域に比べ、透明度が高く、ＣＯ
Ｄ(化学的酸素要求量)、全窒素（Ｔ-Ｎ）、全りん（Ｔ-Ｐ）の値が低くなっている。

一方、南湖（特に東部）では透明度が低く、ＣＯＤ、全窒素（Ｔ-Ｎ）、全りん（Ｔ-Ｐ）の値が高くなって
いる。(図60）（図61）（図62）（図63)

【図60】 透明度 【図61】 COD(化学的酸素要求量)

【図62】 全窒素（T-N） 【図63】 全りん（Ｔ－Ｐ）

「滋賀の環境2019」 県環境政策課
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透明度、ＣＯＤ，全窒素（T-N）、全りん（T-P）の経年変化

・平成30年度の琵琶湖の透明度は、北湖、南湖、瀬田川のいずれにおいても前年より高い値であ
る。（図64）

・平成30年度のＣＯＤ、全窒素、全りんの値は、北湖では改善の傾向が見られるが、南湖および瀬
田川ではおおむね前年度並みまたは前年度より高い値となっている。(図65）（図66）（図67)
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【図65】ＣＯＤ(化学的酸素要求量)(平均値)

「滋賀の環境2019」 県環境政策課

「滋賀の環境2019」 県環境政策課

【図66】全窒素（Ｔ－Ｎ）(平均値)

【図67】全りん（Ｔ－Ｐ）(平均値)

「滋賀の環境2019」 県環境政策課

「滋賀の環境2019」 県環境政策課
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■ごみ排出量と最終処分量

■温室効果ガス総排出量の推移

■汚水処理人口普及率＊

・平成30年度末の汚水処理人口普及率は、98.7％（うち下水道90.2％、農業集落排水施設等6.0％、
合併処理浄化槽2.5％、コミュニティ・プラント0.0％）で、全国平均(91.4％)を上回っている。（図71）

・平成29年度のごみの１人１日当たり排出量は830ｇ、1人1日当たり最終処分量は85gとなっている。
（図68）（図69）

・平成29年度の温室効果ガス総排出量は、1,230万トン（二酸化炭素換算）で、前年度と比べると
5.2％減となっている。（図70）
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一人当たりの
都市公園等面積

9.2㎡／人
（全国平均 12.1㎡／人）

（※政令市および特別区除く）

「都道府県別一人当たり都市公園

等整備現況」国土交通省

（平成29年度末）

県循環社会推進課

「一般廃棄物処理事業実態調査結果」 環境省

＊ 国土交通省、農林水産省、環境省が各々所管する下水道、農業集落排水施設等、浄化槽等の汚水処理施設の普及状況を合同

で調査し、総人口に対する割合で表した統一的な指標

※４ 福島県において、東日本大震災の影響により調査不能な市町村を除いた値を公表している。

国土交通省、農林水産省、環境省 （平成30年度末）
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(万ｔ-CO2) (百万ｔ-CO2)【図70】

「2017年度(平成29年度)の温室効果ガス排出量（確報値）について」 環境省

「滋賀県域からの温室効果ガス排出実態(2017年度)について」 県温暖化対策課

県循環社会推進課

「一般廃棄物処理事業実態調査結果」 環境省

※１ 平成24年度以降は、外国人人口を含めて1人当たりの排出

量を計算しています。

※２ 平成24年度以降は、外国人人口を含めて1人当たりの排出

量を計算しています。

※３ 各年度の温室効果ガス総排出量については、各温室効果ガスの排出量に

各ガスの地球温暖化係数を乗じ、それらを合算している（二酸化炭素換算）。
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